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研究成果の概要（和文）：確実性下および不確実性下における土地に対する課税のあるべき姿を研究した。河野は静学
的な枠組みで研究されてきたHenry George定理を動学的な枠組みに拡張した。また、発展途上国における農村部から都
市部への人口移動を考慮した最適都市化計画モデルを,今後、発表する予定である。酒井は、KnightとKeynesにおける
不確実性の概念を比較検討した。前田・曽根は、共著書、共同論文でリスクマネジメントについて経営学の方面からの
研究を行った。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the optimal taxation on land under certainty and uncertainty. Kawano 
made research on the dynamic Henry George theorem, which was originally developed in a static framework. 
And he is now extending the model to include the population movement from agricultural sector to urban 
sector in a developing country model. Sakai examined the difference of the notion of uncertainty in F. 
Knight and in J.M. Keynes. Maeda and Sone researched in the field of risk management from the view point 
of management science and wrote a joint book and joint papers.

研究分野： 理論経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 
 消費税が増税されようとしている。消費税
は「効率性」の点では有効な政策ではあるが、
「公平性」の点では問題を残している。ここ
で、ストック課税の一つである「不動産課税」
の役割に関する研究が、効率性と公平性の間
のバランスを回復するために大変重要なも
のとなっている。不動産課税に関する有名な
研究が、かつて、ヘンリ―・ジョージによっ
て行われた。「すべての歳入は不動産課税の
みに限るべし」という「単一税」の主張であ
る。 
 
このヘンリ―・ジョージの主張が発表され

たのは 1879 年(Progress and Poverty)であ
るが、同じ主張が後に 1974 年に Flatters, et 
al. “Public goods, efficiency and regional 
fiscal equalization,” J. Public Econ によっ
て、新古典派の経済理論の応用分野としての
都市地域経済学の分野において、地域間の最
適な人口配分のための黄金律として主張さ
れるようになった。つまり、地代に 100％課
税し、その税収をすべてその地域内で公共財
供給のために支出することにより、都市の最
適な人口規模が実現することを主張した。
我々が呼ぶヘンリ―・ジョージ定理とはこの
都市地域経済学で言われている定理である。 
現在存在する人口を一定とし、想定してい

る地域の規模がすべて同一であるとすると、
最適な人口規模を決定することは、その背後
で、最適な地域の数も決定していることを意
味している。地域の規模が大きくなるメリッ
トは、地域住民が等しく利用できる公共財の
一人当たりの負担は小さくなることである。
しかし同時に、デメリットも存在し、土地と
労働を生産要素として生産活動をしている
ときに、一地域の労働の生産性は、限界生産
力逓減の法則により低下する。その結果、一
人当たりの所得が減少する。従って、このメ
リットとデメリットが互いに打ち消し合う
ところに最適人口規模が存在するのである。 
なお、このヘンリ―・ジョージ定理は最適

な公共財供給の必要十分条件ではなく、必要
条件である。公共財の供給を一定とし、個々
の住民の所得を最大化したときの必要条件
として導出されるものである。公共財の最適
供給量はサムエルソンの公共財の最適供給
条件を同時に考慮することによって導出さ
れる。 
  
 
２． 研究の目的 

 
ヘンリ―・ジョージ定理は、本来、不確実

性を廃除し、確実性下において、かつ、静学
的な枠組みで論じられてきたが、我々は、こ
れを動学的枠組みに拡張し、どのような条件
の下で成立するかを検討する。また、不確実
性下においては、どのような修正がなされる

べきかを検討する。さらに、経済理論の枠組
みのみならず、現実の企業の経営に対して、
不動産課税がどのような効果を持っている
のか、また、不確実性下における経営方針に
対して、どのような影響を与えているのかを
分析する。経済学の理論的研究に現実の企業
行動を組み込むことによって、経済理論を拡
張すること、また、経営学に経済理論を用い
ることによってこれまで経営学の分野で発
見された事実を整理し、分析することを目的
としている。 
 
３． 研究の方法 

 
研究代表者および研究分担者３名が主に

関学の梅田キャンパスにおいて、定期的に研
究会を開催し、研究成果を持ち寄り議論した。 
この４名のうち、酒井、河野は理論経済学

の分野に属し、前田、曽根は経営学の分野に
属する。しかし、この４名は同じ学会（日本
地域学会）に所属しており、共通の問題意識、
すなわち、リスク、地域的発展、不動産課税
など、を持っている。 
河野は都市地域経済学に関する基礎理論

を担当し、酒井は、不確実性についての基礎
的認識を深める研究を担当した。酒井は、不
確実性に関する古典を再検討し、この分野に
おける巨人であるケインズ、ナイトの著作に
取り組んだ。前田、曽根は経営学からのリス
ク・マネジメントの研究を分担した。特に曽
根は企業の経営方針に関する歴史的な研究
を行った。 
 
４． 研究成果 

 
河野は、本来静学的な枠組みにおける定理

であったヘンリ―・ジョージ定理が動学にお
いても成立するための条件を求めた。効用関
数が加法分離的であれば、各個人の動学的経
路上の効用の異時点間の最大化問題は、静学
的問題に帰着し、動学的にもヘンリ―・ジョ
ージ定理は成立することを示し、チリで開か
れた The 24th Pacific Regional Science 
Conference で発表した。 
酒井は、不確実性の分野の古典となってい

るケインズの著書、『蓋然性論』、ナイトの著
書、『リスク、不確実性および利潤』を重点
的に研究し、不確実性の概念の深化を目的と
する研究をおこなった。この両者のいう蓋然
性と不確実性との比較検討を中心とした研
究成果をまとめて、著書『ケインズ対フラン
ク・ナイト』をミネルヴァ書房から 2015 年
10 月に刊行した。 
前田は、企業のリスク・マネジメントを研

究し、特にキャプティブの役割に着目し、著
書『企業のリスク・マネジメントとキャプテ
ィブの役割』を、2015 年 3月に関西学院出版
会から刊行した。曽根は、経営戦略とリス
ク・マネジメントの関係を研究し、前田との
共同論文『経営戦略リスク・マネジメントを



通じた組織の存続』を刊行した。また、2016
年の 8月には、ファミリービジネスについて
の研究が中央経済社から刊行される著書『日
本のファミリービジネス』に掲載される予定
である。 
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